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告   示 

◎新潟県告示第903号 

農産物検査法（昭和26年法律第144号）第17条第７項の規定により、地域登録検査機関の登録事項の変更の届出

があり、登録台帳への記載事項を次のとおりとした。 

令和５年８月15日 

新潟県知事  花 角  英 世 

登録番号

代表者氏名 　代表理事会長    伊 藤　 能 徳

登録の区分 　品 位 等 検 査

農産物の種類 　国内産もみ、国内産玄米、国内産大麦、国内産小麦、国内産大豆、国内産そば

川邉 博之

備　　　考 　略称 『新潟県検査協会』　令和５年８月15日農産物検査員１名の新規登録。検査員合計739名。

新潟県 もみ、玄米、大麦、小麦、大豆、そば K152023003

農産物検査
を行う区域

農 産 物 検 査 員 成 分 検 査 業 務 受 委 託 先

氏　　　名 農産物の種類 証明書番号
受委託の
区 分

登 録 検 査 機
関 の 名 称

代 表 者
氏 名

主た る事 務所
の

所 在 地

15004 登録年月日 平成14年８月20日

登録検査機関の名称 　一般社団法人新潟県農産物検査協会

主たる事務
所の所在地

　新潟県新潟市西区山田2310番地15

 

 

◎新潟県告示第904号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第18条第17項の規定により、新発田市の新発田土地改良区から次のとおり

役員が就任及び退任した旨の届出があった。 

令和５年８月15日 

新潟県新発田地域振興局長 
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１ 就 任 

 理事 新発田市島潟1249番地２         澁谷 幸男 

                       （理事長） 

 〃   〃  道賀165番地          小池  亨 

 〃   〃  米倉2161番地         津村 岳志 

 〃   〃  新栄町２丁目８番20号     山口 幸一 

 〃   〃  緑町１丁目７番５号      土田 陽平 

 〃   〃  山内168番地          外山  元 

 〃   〃  中曽根町３丁目１番16号    増子 喜幸 

 〃   〃  岡田1463番地３         神田 嘉博 

 監事  〃  米倉1263番地１        齋藤 典能 

 〃   〃  東新町４丁目８番11号     飯田 芳夫 

 〃   〃  桑ノ口210番地         前田 直樹 

 就任年月日 令和５年８月１日 

２ 退 任 

 理事 新発田市島潟1249番地２         澁谷 幸男 

                       （理事長） 

 〃   〃  道賀165番地          小池  亨 

 〃   〃  米倉2161番地         津村 岳志 

 〃   〃  中曽根町３丁目３番３号    丸田 英市 

 〃   〃  新栄町２丁目８番20号     山口 幸一 

 〃   〃  緑町１丁目７番５号      土田 陽平 

 〃   〃  岡田1413番地         今井 定衛 

 〃   〃  山内168番地          外山  元 

 監事  〃  中谷内３番地         服部 耕一 

 〃   〃  東新町４丁目８番11号     飯田 芳夫 

 〃   〃  米倉1263番地１        齋藤 典能 

  退任年月日 令和５年７月31日 

 

◎新潟県告示第905号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第87条の規定により計画を定めて実施した、次の県営土地改良事業の工事

が完了した。 

令和５年８月15日 

新潟県知事  花 角  英 世 

地区名 事業名 市町村 完了年月日 

鹿瀬 
農用地保全施設整備（防災重点農業用ため池緊急整備

「地震・豪雨対策型」）事業 
阿賀町 令和５年６月29日 

 

◎新潟県告示第906号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第87条の規定により計画を定めて実施した、次の県営土地改良事業の工事

が完了した。 

令和５年８月15日 

新潟県知事  花 角  英 世 

地区名 事業名 市町村 完了年月日 

荒川左岸 農業用用排水施設整備(かんがい排水｢一般型｣)事業 村上市 令和５年３月31日 

 

◎新潟県告示第907号 

建築基準法（昭和25年法律第201号）第42条第１項第５号の規定により、道路の位置を次のとおり指定した。 

令和５年８月15日 

新潟県新発田地域振興局長 
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１ 指定道路の種類 

 第42条第１項第５号の規定による指定に係る道路 

２ 指定の年月日 

 令和５年７月26日 

３ 指定道路の位置等 

位     置 幅員（メートル） 延長（メートル） 

村上市村上字田島3473番10、3473番12、3473

番12地先道の内、3502番９の内 

4.00 29.00 

 

公   告 

採石業務管理者試験の実施について（公告） 

採石法（昭和25年法律第291号）第32条の13第１項の規定により、令和５年度（第52回）採石業務管理者試験を

次のとおり実施する。 

令和５年８月15日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 試験の日時及び場所 

令和５年10月13日（金） 午前10時から正午まで 

新潟市中央区新光町６番地７ 新潟自治労会館 601・602会議室 

２ 受験手続 

(1) 受験願書請求先 

  新潟県土木部河川管理課 

  県内各地域振興局地域整備部又は津川地区振興事務所 

(2) 受験願書提出先 

  新潟県土木部河川管理課 

(3) 受験願書受付期間 

  令和５年８月21日午前８時30分から令和５年９月13日午後５時15分まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く） 

とし、郵送の場合は、令和５年９月13日付け消印のあるものまでを有効とする。 

 

指定管理者の募集について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第３項及び新潟コンベンションセンター等条例（平成13年新潟

県条例第80号）第15条の規定により、次のとおり指定管理者を募集する。 

令和５年８月15日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 募集事項 

(1) 対象施設及び対象業務 

  展望室 

 ア 展望室の運営に関する業務 

 イ 展望室の使用承認に関する業務 

 ウ 展望室の維持管理に関する業務 

 エ その他指定管理者に行わせることが適当な業務として知事が定める業務 

(2) 指定の期間 

   令和６年４月１日から令和11年３月31日まで 

  （管理運営実績について、令和９年度に、外部委員会による中間評価を行い、今後の運営に支障がないと判 

  断される場合は指定期間をさらに５年間延長する場合がある｡) 

２ 申請資格 

  申請者は、法人その他の団体（以下「法人等」という｡)又は複数の法人等により構成される団体（以下「共

同体」という｡)であることとし、個人での応募は受け付けない。単独で申請した法人等は、共同体の構成員に

なることはできない。また、複数の共同体の構成員に同時になることはできない。 
(1) 法施行令（昭和22年政令第16号）第 167条の４の規定に該当しないこと。 
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(2) 県議会議員が無限責任社員、取締役、執行役員若しくは監査役若しくはこれらに準ずべき者、支配人及び

清算人（以下「役員等」という｡) に就任していないこと。 

(3) 知事、副知事並びに法第180条の５第１項及び第２項に規定する委員会の委員又は委員が役員等に就任して

いないこと｡(県が資本金その他これに準ずるものを出資している法人を除く｡) 

(4) 県から指名停止措置を受けていないこと。 

(5) 会社更生法（平成14年法律第154号)､民事再生法（平成11年法律第225号）等に基づく更生又は再生手続き

を行っている者でないこと。 

(6) 法人県民税、法人事業税、消費税及び地方消費税の滞納がないこと。 

(7) 経営状況が健全であること。 

(8) 県内に主たる事務所を置く又は置こうとする法人等であること。 

(9) 申請者及びその役員が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条

に規定する暴力団又は暴力団員及びそれらの利益となる活動を行う団体でないこと。  

３ 募集に関する必要な事項等を示す場所等 

(1) 申請書の提出場所、募集条件を示す場所、募集要項等の交付場所及び問い合わせ先 

   〒950-8570 新潟市中央区新光町４番地１ 新潟県交通政策局港湾振興課万代島振興・東港係 

   電話：025(280)5100 ＦＡＸ：025(280)5089 

(2) 募集要項の交付方法 

   新潟県交通政策局港湾振興課万代島振興・東港係で交付するほか、新潟県交通政策局ホームページからも 

  入手が可能である。 

４ その他 

(1) 失格 

申請書等に虚偽の記載があった場合、本件募集要項において示した条件に明らかに反している場合及び審 

  査の公平性に影響を与える行為があった場合は、失格とする。 

(2) 指定管理者候補の選定 

   選定基準に基づく指定管理者審査委員会の審査を踏まえ、指定管理者候補を選定する。 

(3) 指定管理者の指定 

   指定管理者は、県議会の議決を経て指定する。 

(4) その他 

   詳細は募集要項による。 

 

特定調達契約の落札者等について（公告） 

特定調達契約について落札者を決定したので、県の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規則（平成

７年新潟県規則第87号）第15条の規定により、次のとおり公告する。 

令和５年８月15日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 落札件名及び数量 

(1) 男性警察官用冬服上衣            293着 

     〃 冬服ズボン          462本 

     〃 冬活動服           363着 

(2) 女性警察官用冬服上衣             93着 

     〃 冬活動服           101着 

     〃 冬服ベスト           35着 

         〃 冬服ズボン          132本 

(3) 男性警察官用合服上衣            171着 

     〃 合服ズボン          552本 

     〃 合活動服           231着 

(4) 女性警察官用合服上衣           67着 

       〃 合活動服           91着 

      〃 合服ベスト          39着 

      〃 合服ズボン        104本 

      〃 制服用ワイシャツ     373着 
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(5) 男性警察官用防寒服（Ⅰ種）上衣     １着 

〃        ズボン    88本 

〃    （Ⅱ種）上衣    196着 

女性警察官用防寒服（Ⅰ種）上衣     ３着 

〃        ズボン   36本 

〃       （Ⅱ種）上衣     53着 

(6) 男性警察官用冬帽子          89個 

警察官用冬活動帽子          316個 

２ 契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地 

    新潟県出納局会計検査課 

  新潟県新潟市中央区新光町４番地１ 

３ 落札決定日 

    令和５年６月９日 

４ 落札者の氏名及び住所 

(1) 上記１(1)について 

   母袋産業株式会社 

   長野県上田市国分１丁目９番18号 

(2) 上記１(2)及び(4)～(6)について 

     小池被服株式会社 

   新潟県新潟市西区平島２丁目８番地６ 

(3) 上記１(3)について 

   株式会社ことりや 

   新潟県新潟市中央区万代３丁目４番地36 

５ 落札価格 

(1) 上記１(1)について 

   23,470,590円 

(2) 上記１(2)について 

   7,229,035円 

(3) 上記１(3)について 

   17,298,435円 

  (4) 上記１(4)について 

   9,830,755円 

(5) 上記１(5)について 

   7,110,840円 

(6) 上記１(6)について 

   2,451,680円 

６ 契約決定方式 

 一般競争入札 

７ 落札方式 

  最低価格 

８ 入札公告日 

  令和５年４月18日 

 

正   誤 

令和５年７月14日付け新潟県告示第835号（生産物審査の基準及び方法の告示の一部改正） 

１ページの 

「次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分を加える。」 

は、 

「次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という｡)に対応する次の表の改正後の欄中下線
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が引かれた部分（以下「改正後部分」という｡)が存在する場合には当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正

後部分に対応する改正部分が存在しない場合には当該改正後部分を加える。」 

の、 

「 (3) 審査の方法 

  ア・イ （略） 

(3) 審査の方法 

  ア・イ （略） 」 

は、 

「 (3) 審査の方法 

ア 書類審査 

   生産等基準の２及び３に規定する事項につ

いて、生産物審査請求時に請求者から提出の

あった当該事項の遵守状況を示す書類により

審査を行い、遵守されていると認められるも

ののみ、次のいずれかの審査を行う。 

イ （略） 

(3) 審査の方法 

ア 書類審査 

       生産等基準の２及び３に規定する事項につ

いて、生産物審査請求時に請求者から提出の

あった当該事項の遵守状況を示す書類により

審査を行い、遵守されていると認められるも

ののみ、次のイの審査を行う。 

イ （略） 」 

の誤り。 
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